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「指定介護老人福祉施設」重要事項説明書 

 

               事業者 社会福祉法人 徳和会 

               施設名 特別養護老人ホーム ムーンシャドウ 

 

 

 

 

 

 当施設はご利用者に対して指定介護福祉施設サービスを提供します。施設の概要

や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明しま

す。 
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当施設は介護保険の指定を受けています。 

（福岡市指定第 4071104170 号） 

※ 当施設へのご利用は、原則として要介護認定の結果 

「要介護3」と認定された方が対象となります。 
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１．施設経営法人 

 （１）法 人 名      社会福祉法人 徳和会 

 （２）法人所在地      福岡県福岡市南区和田四丁目16番１号 

 （３）電話番号       （092）512-0668 

 （４）代表者氏名      理事長  貞 島 博 通 

 （５）設立年月       平成3年10月18日 

 

 

２．ご利用施設 

 （１）施設の種類      指定介護老人福祉施設 福岡市 4071104170 号 

 （２）施設の目的 

    介護保険法の理念に基づき、ご利用者の有する能力と意思を尊重した本人

主体の施設サービス計画を立て、小規模生活単位型特別養護老人ホームによ

り一体的に構成される場所（以下「ユニット」という。）ごとに可能な限り

自立した生活が出来るよう支援していくことを目的とします。 

 （３）施設の名称      特別養護老人ホーム ムーンシャドウ 

 （４）施設の所在地     福岡県福岡市南区柳瀬一丁目15番１号 

 （５）電話番号       （092）558-2033 

 （６）施設長(管理者)氏名  中原 啓智 

 （７）当法人の基本理念 

   一、お客様の人権とプライバシーを尊重した、福祉サービスの提供と質の向

上に努める。 

   一、地域ニーズにあった選ばれる施設として、安心で快適な生活を提供する。 

   一、福祉の拠点として、教育研修もできる、質の高い人材育成を目指す。 

 （８）当施設の運営方針 

   一、福祉サービスの質の向上 

   一、安心で快適な生活空間の提供 

   一、地域ニーズに応じた開かれた施設作り 

   一、自立支援に向けた介護計画の提供 

   一、効率化と安定した入所者の確保 

   一、教育研修のできる施設 

   一、人権擁護とプライバシーの尊重 

 （９）開設年月        平成26年3月1日 

 （10）入所定員        100名 

  

３．施設の概要 

 （１）建物の構造      鉄筋コンクリート造 4階建て(耐火建築) 

 （２）建物の延床面積    4，508.61㎡ 

 （３）居 室        10.97㎡ ～ 11.17㎡ 

               ※各居室にトイレ、洗面台を備え付けております。 
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 （４）ユニット(共同生活室)内訳 

   １階    ： 10人×2ユニット 

   ２階    ： 10人×2ユニット 

   ３階    ： 10人×4ユニット 

   ４階    ： 10人×2ユニット 

          計10ユニット 100室 

         ※ 各ユニットに食堂、共同生活室があります。 

 （５）浴 室  各階に個人浴室他、1階及び4階に特殊浴室を設けています。 

 （６）医務室  1階 

 

４．職員の配置状況及び勤務体制 

  当施設では、ご利用者に対して指定介護福祉施設サービスを提供する職員とし

て、以下の職種の職員を配置しています。 

 

《主な職員の配置状況》 ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職  種 人 員 職 務 内 容 

管理者(施設長) 1名 施設に関する業務上の運営管理の統括をします。 

生 活 相 談 員 2名 ご利用者等の日常生活上の相談、援助を行います。 

介護支援専門員 2名 
ご利用者に係る施設サービス計画書（ケアプラン）

を作成します。 

介 護 職 員 
31名 

以上 

日常生活の介護並びに健康保持のための相談・助言

等を行います。(看護職員を含め 3：1) 

看 護 職 員 
3名 

以上 

医師の指示による療養上のお世話や健康管理等を

行います。 

機能訓練指導員 1名 機能訓練の指導を行います。 

管 理 栄 養 士 2名 
献立作成、食品管理、調理指導、栄養相談・助言等

を行います。 

事 務 職 員 2名 施設の庶務及び経理の事務処理等を行います。 

医師(嘱託医) 2名 健康管理及び療養上の指導を行います。 

  ※ 常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当施設におけ

る常勤職員の所定勤務時間数（例：週 40時間）で除した数です。 

   (例) 週 8 時間勤務の介護職員が 5 名いる場合、常勤換算では、1 名（8 時

間×5名÷40時間＝1名）となります。 
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《主な職員勤務体制》 

職  種 勤 務 体 制 

施 設 長 正規の勤務時間帯（ 8：30～17：30 ） 常勤で勤務 

生 活 相 談 員 正規の勤務時間帯（ 8：30～17：30 ） 常勤で勤務 

介護支援専門員  正規の勤務時間帯（ 8：30～17：30 ） 常勤で勤務 

介 護 職 員  
早出（ 7：00～16：00 ） 遅出（ 12：00～21：00 ） 

日勤（ 8：30～17：30 ） 夜勤（ 21：00～ 7：00 ） 

看 護 職 員  
早出（ 7：00～16：00 ） 遅出（ 9：30～18：30 ） 

日勤（ 8：30～17：30 ） 

機能訓練指導員  正規の勤務時間帯（ 8：30～17：30 ） 常勤で勤務 

管 理 栄 養 士 正規の勤務時間帯（ 8：30～17：30 ） 常勤で勤務 

事 務 職 員 正規の勤務時間帯（ 8：30～17：30 ） 常勤で勤務 

医 師 週２日（ 10：00～12：30 ） 

 

５．当施設が提供するサービスと利用料金 

  当施設では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。 

   （１）利用料金が介護保険の給付対象となるサービス 

   （２）利用料金が介護保険の給付対象とならないサービス 

 

 （１）利用料金が介護保険の給付対象となるサービス（契約書第４条参照） 

   以下のサービスについては、居住費、食費を除き通常 9 割（所得等に応   

じて 7割から 8割）が介護保険から給付されます。  

＜サービスの概要＞ 

 ① 居室の提供 

 ② 食 事 

  ・ 当施設では、管理栄養士（栄養士）体制のもと、多職種の職員が協働して、

個々のご利用者の心身状態・栄養状態・嗜好などを継続して把握しながら、

栄養ケアマネジメントによる計画に基づいた献立によって、常に適切な食

事が提供できるように努めます。できうる限り「口から食べること」を維

持し、基本的な欲求である「食べる楽しみ」を続けることで、要介護状態

の安定や重度化の予防に寄与し、生涯にわたり尊厳のある生活を失わない

よう支援します。 

  ・ ご利用者の自立支援のため離床して共同生活室にて食事を摂っていただく

ことを原則としています。 

（食事時間） 

  ・ 朝食   8：00～   ・ 昼食  12：00～ 

  ・ 夕食  18：00～ 

  ※ご利用者の心身状態等により、食事時間は前後することがあります。 
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 ③ 入 浴 

  ・ 入浴は、原則として週 2回実施します。 

  ・ 身体の不自由などで一人用の浴槽を使用できないときは、機械浴槽を使用

して入浴することができます。また、身体の状態に応じてシャワー浴また

は清拭等により、身体の清潔保持に努力します。 

 ④ 排 泄 

  ・ 排泄の自立を促すため、ご利用者の身体能力を最大限活用した援助を行い

ます。 

 ⑤ 機能訓練 

  ・ 機能訓練指導員を中心に多職種の職員が連携してご利用者個々の心身状況

に応じた個別機能訓練計画を作り、計画的に機能訓練を行い加齢や既往症

に伴う心身機能の低下や減退を防ぎ、日常生活を営むのに必要な心身機能

の維持や安定に努めます。 

  ・ 個別機能訓練実施においては必要に応じて各ご利用者・ご家族に対し、そ

の計画の内容を説明し、記録の整備を図り、閲覧が行えるようにします。

なお、個別機能訓練実施についてはすべてのご利用者に対して実施するこ

とを原則としますが、ご家族のご意見やご利用者の心身の状況等により実

施が困難な場合は必要に応じて訓練を見合わせる場合があります。 

 ⑥ 健康管理 

  ・ 医師や看護職員を中心に、健康管理を行います。 

  ・ 施設ではご利用者を感染症や食中毒から守るべく、その予防及び蔓延防止

の対策を検討するため、幅広い職種により構成する委員会を設置します。

委員会では予防や蔓延防止のための行動規範となる指針を定め、衛生管理

の徹底、環境整備、衛生的なケアの提供、発生時における迅速な対応によ

る感染拡大の防止が行えるよう施設内外での定期的で継続した研修・勉強

会を行い、ご利用者が安心して生活できるように努めます。 

 ⑦ 医療ニーズの高度化や重度化に伴う看護体制の強化 

    ご利用者の心身機能の衰えや重度化は年月を重ねることで避けられぬも

のがあり、医療的な処置の検討や対応は増加するものと思われます。これ

を受け、当施設では急変時の対応や、必要に応じた健康や既往症等の管理

が速やかに適切なかたちで行えるように、基準以上の常勤看護師を配置し、

毎日の健康管理から嘱託医との連携や多職種との情報共有を図ることで

手厚い看護ができるよう目指します。また看護責任者を定め、24時間の連

絡体制を確保し、医療機関との連携を図ります。 

 ⑧ 生活の質を高め、一人一人に合わせたケアを提供 

    施設生活の長期化や重度化による介護度の高い方々の入所状況が続く中、

心身共に介護が困難な方々に対して、状態変化の早期発見、日常の生活に

変化や潤いのある時間を提供できるよう生活の質を重視します。そのため

に、介護福祉士を一定割合以上に配置し、日常生活のケアが安心できるよ

う継続して支援ができるように努めます。 
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 ⑨ ご利用者の尊厳に十分配慮した終末期の看取り介護について 

    長い生活の中でいつかは訪れる終末期において、当施設では医師の診断の

もと回復の見込みがないと判断された場合、医師及び看護責任者よりご家

族に内容や経過等を懇切丁寧に説明します。医師は看取り介護の必要性が

あると判断した場合、看護職員や介護支援専門員を通じ日時を定め、施設

にて看取り介護についての説明をします。この説明を受けた上でご家族は

当施設や自宅で看取り介護を受けられるのか、医療機関に入院されるかの

選択をご検討していただくことになります。医療機関への入院を希望され

る場合、施設は入院に向けた支援を継続的に行います。施設や自宅での看

取り介護を希望される場合は医師、看護職員、介護支援専門員、介護職員、

栄養士等と協働して看取り介護の計画を作成した上で、随時ご利用者やご

家族へ説明と同意を得ながら、看取り体制のもと全職員でご利用者が尊厳

を持つひとりの人間として安らかな時を迎えられるよう努め、ご利用者、

ご家族の支えになれるように身体的・精神的支援に努めます。 

 ⑩ その他自立への支援 

  ・ 寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。（寝食分離） 

  ・ ご利用者に褥瘡（床ずれ）が発生しないように適切な介護・看護を行うよ

うに努めます。また、褥瘡（床ずれ）が発生する可能性が高いご利用者に

は事前に対策を講じるなど予防のための体制を整備し指針を策定します。

責任者による施設内外での継続的な教育・研修を行い専門知識や介護技能

の習得を図ることで日常におけるケアの質を向上させ、褥瘡（床ずれ）発

生の予防をします。 

  ・ 生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

  ・ 清潔で快適な生活を送っていただくために、適切な整容が行なわれるよう

援助します。 

 

＜サービス利用料金（１日あたり）＞（契約書第６条参照） 

 （別表１）の料金表によって、ご利用者の要介護度に応じたサービス利用料金か

ら介護保険給付費額を除いた金額（自己負担額）と食事ならびに居住費に係る標

準自己負担額の合計金額をお支払いください。（サービスの利用料金は、ご利用

者の要介護度に応じて異なります。） 

 

自己負担金（サービス利用料金 - 介護保険から給付される金額）＋食費＋居住費 

 

 ・ ご利用者がまだ要介護認定を受けていない場合、サービス利用料金の全額

を一旦お支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除

く金額が、介護保険から払い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場

合、ご利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した

「サービス提供証明書」を交付します。 

  ・ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご

利用者の負担額を変更します。 
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 ・ 居室と食事に係る費用について、負担限度額認定を受けている場合には、認

定毎に記載している負担限度額とします。 

 ・ ご利用者が、6 日以内の入院または外泊をされた場合にお支払いいただく利

用料金は、下記の通りです。（契約書第 18条、第 21条参照） 

   ※ 入院、外泊が複数月にまたがる場合は 12 日間まで以下の利用料金とな

ります。 

             外泊時加算 ＋ 居住費  

 

※ ご利用者が 7日以上の入院または外泊をされた場合、介護保険適用外と

なりますので居住費（1,957 円）の全額負担となります。外泊・入院等

で居室を空けておく場合も、１日 1,957円の居住費が発生します。 

 

 （２）利用料金が介護保険の給付対象とならないサービス 

                        （契約書第 5条、6条参照) 

   以下のサービスは、介護保険の対象とならないため、利用料金の全額がご利

用者の負担となります。 

 

＜サービスの概要と利用料金＞ 

① 理髪・美容 

 ・ 月に約１回、理容師の出張による理髪サービス（調髪、顔剃）をご利用い

ただけます。 

  ・ 定期的に来設される理美容師ボランティアによる散髪・整容サービスをご

利用の方は無料サービスとなりますが、それ以外をご希望の場合は別途利

用料金をご負担いただくことになります。 

        ※ 利用料金 ：実費  

② 貴重品の管理 

 ・ ご利用者の希望により、貴重品管理サービスをご利用いただけます。詳細

は、以下の通りです。 

    ○ 管理する金銭の形態：施設の指定する金融機関に預け入れている預金 

    ○ お預かりするもの ：上記預金通帳と金融機関へ届出た印鑑・保険証 

    ○ 保管管理者    ：施設長 

    ○ 出納方法      ：手続きの概要は以下の通り 

  ・ 保管管理者は出入金の都度、出入金記録を作成し、１か月の出納記録をご

利用者または代理人へ送付します。事業者は（別紙）「預かり金管理規程」

に基づき管理します。また、現金の持ち込みは（所持金）は最小限でお願

いします。 

③ 複写物の交付 

  ・ ご利用者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複

写物を必要とする場合には実費をご負担いただきます。 

        １枚につき 10円 
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 ④ 日常生活上必要となる諸費用実費 

  ・ 日常生活品の購入代金等、ご利用者の日常生活に要する費用で、ご利用者

に負担いただくことが適当であるものにかかる費用をご負担いただきま

す。 

  ・ おむつ代は介護保険給付対象となっていますのでご負担の必要はありませ

ん。   

⑤ レクリエーション、クラブ活動 

  ・ ご利用者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただく

ことができます。利用料金：材料代等の実費をいただきます。 

 ⑥ 契約書第 19条に定める所定の料金（居室の明け渡し－精算－） 

    ご利用者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了

日から現実に居室が明け渡された日までの期間に係る料金(１日あたり) 

 

要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

料 金 8,240円 9,100円 10,020円 10,890円 11,740円 

 

 （３）利用料金のお支払い方法（契約書第６条、７条参照） 

    前記（１）、（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算し、翌月の 10 日頃

に請求書を送付します。25日までに以下のいずれかの方法でお支払いくださ

い。（１か月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基

づいて計算した金額とします。） 

 

   １）施設窓口にて現金で支払を行う 

      受付時間 ９：００～１７：００（土日祝日も受付可能） 

   ２）下記指定口座への振り込み 

       十八親和銀行  塩原支店 

       普通預金    口座番号 4013796 

       口座名義人   社会福祉法人 徳 和 会 

               特別養護老人ホーム ムーンシャドウ 

               理事長 貞 島 博 通 

   ３）口座振替にて支払 

        ※ 振替手数料はご負担いただきます。 

 

 （４）入所中の医療の提供について 

   医療を必要とする場合は、下記協力医療機関において診療や入院治療を受け

ることができます。（但し下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保証す

るものではありません。また下記医療機関での診療・入院治療を義務づけるも

のでもありません。） 
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    協 力 医 療 機 関 ： 福岡徳洲会病院 

    所 在 地 ： 福岡県春日市須玖北四丁目５番地 

    電 話 番 号  ： （０９２）５７３－６６２２ 

    診 療 科 ： 総合診療科目・内科・外科・整形外科 他 

    協力歯科医療機関 ： 福岡徳洲会病院 

    所 在 地 ： 福岡県春日市須玖北四丁目５番地 

 

６．サービス提供における事業者の義務（契約書第８条、第９条参照） 

  当施設はご利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守りま

す。 

  ① ご利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮します。 

  ② ご利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と

連携のうえ、入所者から聴取、確認します。 

  ③ ご利用者に対する身体拘束その他行動を制限する行為を行いません。ただ

し、ご利用者または他のご利用者等の生命、身体を保護するために緊急や

むを得ない場合には、ご利用者またはその家族に説明して同意を得、記録

を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があります。 

  ④ ご利用者が受けている要介護認定の有効期間満了日 30 日前までに、要介

護認定の更新申請のために必要な援助を行います。 

  ⑤ ご利用者に提供したサービスについて記録を作成し、5 年間保管するとと

もに、ご利用者または代理人の請求に応じて閲覧に供し、複写物を交付し

ます。 

  ⑥ 事業者及びサービス従事者は、サービスを提供するにあたって知り得たご

利用者またはご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しま

せん。（守秘義務） 

    ただし、ご利用者に緊急な医療上の必要性がある場合、介護サービス提供

のため他の事業所等と連携や照会に応じる場合に、ご利用者の心身等の情

報を提供できるものとします。また、ご利用者の円滑な退所のための援助

を行う際には、あらかじめ文書にて同意を得ます。 

 

７．施設を退所いただく場合（契約の終了について） 

  当施設との契約は、契約終了する期日は特に定めていません。従って、以下の

ような事由がない限り、継続してサービスを利用することができます。仮に以

下の事項に該当するに至った場合、当施設との契約は終了し、ご利用者に退所

していただくことになります。（契約書第２条、14条参照） 

  ① ご利用者が死亡した場合 

  ② 要介護認定によりご利用者の心身の状況が自立または要支援と判定され

た場合 

  ③ 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合、やむを得ない事由により

ホームを閉鎖した場合 

  ④ 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 
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  ⑤ ホームが介護保険の指定を取り消された場合または指定を辞退した場合 

  ⑥ ご利用者や事業者からの申し出により契約が解約された場合 

 

 （１）ご利用者からの退所（解約）の申し出（契約書第 15条参照） 

    契約の有効期間であっても、ご利用者は当施設からの退所を申し出ること

ができます。その場合には、退所を希望する日の７日前までに解約届出書

をご提出ください。 

    ただし、以下の場合には、即時に契約を解約し、施設を退所することがで

きます。 

  ① ご利用者が入院された場合 

  ② 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福

祉施設サービスを実施しない場合 

  ③ 事業者もしくはサービス従事者が第 9条に定める守秘義務に違反した場合 

  ④ 事業者もしくはサービス従事者が故意または過失によりご利用者の身体、

財物、信用等を傷つける。または著しい不信行為、その他本契約を継続し

がたい重大な事情が認められる場合 

  ⑤ 他ご利用者がご利用者の身体、財物、信用等を傷つけた場合もしくは傷つ

ける恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 （２）施設からの申し出により退所していただく場合（契約書第 16条参照） 

    以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただく場合があり

ます。 

  ① ご利用者が、契約締結時に心身の状況及び病歴等の重要事項について、故

意にこれを告げず、または不実の告知を行い、その結果本契約を継続しが

たい重大な事情を生じさせた場合 

  ② ご利用者が、第 6条第 2項から第 4項に定めるサービス利用料金の支払い

を 2か月以上遅延し、10日以上の期間を定めた催告にも関わらず、その期

間内に滞納額の全額が支払われないとき 

③ ご利用者、そのご家族または関係者等が、事業者やサービス従業者・施設、

他ご利用者に対する暴言、暴行、誹謗、セクシャルハラスメント、中傷、

過剰なサービス等通常の介護サービスを超えるサービスの要求を行うこ

とや、その他の事由等により信頼関係の構築が難しく、介護サービスの提

供が困難と判断したとき 

④ ご利用者が故意または重大な過失により、事業者やサービス従事者もしく

は他ご利用者等の生命、身体、財物、信用等を傷つけ、または著しい不信

行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさ

せた場合 

⑤ ご利用者が連続して３か月を超えて病院または診療所に入院すると見込 

まれる場合、もしくは入院した場合 

⑥ ご利用者が介護老人保健施設に入所した場合、もしくは介護療養型医療施

設に入院した場合 

⑦ ご利用者の所在が 2週間以上不明になった場合 
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＜ご利用者が病院等に入院される場合の対応について＞（契約書第 18条参照） 

  ※ 当施設に入所中に、医療機関への入院が生じた場合の対応は、以下の通り

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜入院期間中の利用料金＞ 

  上記、入院期間中の利用料金については、福祉施設外泊時加算と居住費をご負

担いただきます。 

  なお、ご利用者が利用していたベッドを短期入所生活介護に活用することに同

意いただく場合には、所定の利用料金をご負担いただく必要はありません。 

 

 （３）円滑な退所のための援助（契約書第 17条参照） 

   ご利用者が当施設を退所する場合には、ご利用者の希望により、事業者はご

利用者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必

要な以下の援助ご契約に対して速やかに行います。 

   ご利用に退所後、在宅に戻られる場合には、その際の相談援助にかかる費用

として介護保険から給付される費用の一部をご負担いただきます。 

    ○ 適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

    ○ 居宅介護支援事業者の紹介 

    ○ その他保険医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

８．身元引受人（契約書第 20条参照） 

  契約締結にあたり、身元引受人を 1名定めていただきます。 

  身元引受人には、利用者の事業者に対する債務等について、利用者と連帯して、

またはご利用者にかわってその責任を負担していただきます。 

1か月につき6日以内の入院の場合は、退院後再び施設に入所することが

できます。 

① 検査入院等、短期入院の場合 

上記短期入院の期間を超える入院の場合には、3か月以内に退院が見込

まれる時は、退院後再び施設に入所することができますが、明け渡され

た居室に入所出来るとは限りません。 

② 上記期間を超える入院の場合 

3か月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解約する場合があり

ます。この場合には、当施設に再び優先的に入所することはできません。 

③ 3 か月以内の退院が見込まれない場合 
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  具体的には、ご利用者が医療機関に入院する場合の入院手続きや医療費の支払

い、契約終了時のご利用者の受け入れ、ご利用者がお亡くなりになった場合は

遺体及び遺留金品の引受け、その他ご利用者の身上に関して必要な対応を行っ

ていただきます。 

  また、ご利用者は身元引受人を代理人として、本重要事項説明書への署名及び

本契約を締結させることができます。 

 

９．苦情解決の仕組みについて（契約書第 22条参照） 

 （１）当施設における苦情の受付 

    当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

    ○相談・苦情受付・解決担当者     石井 祐司 

林田 和幸         

    ○相談・苦情解決責任者    施設長 中原 啓智 

○相談・苦情対応委員会    全職種より代表の職員 25名にて構成 

     連絡先・・・・社会福祉法人 徳和会  

特別養護老人ホーム ムーンシャドウ 

℡ 092-558-2033 

    ○第三者委員  廣田 一幸（油山緑寿園） 

福岡市城南区南片江四丁目 14番 1号 

             ℡ 092-861-3111 

            草場 猛（油山福祉の里） 

             福岡県福岡市城南区東油山 499番地 16 

             ℡ 092-861-8788 

    ○受付時間   毎週月曜日～金曜日  8：30～17：30 

 

<相談・苦情受付の流れ> 

・相談・苦情がある場合は、受付事務所が窓口となり、電話及び書面などに 

より随時受付をします。また第三者委員へ直接申し出ることもできます。 

施設内に設置している意見箱への投函もできます。 

・受付けられた相談・苦情は、受付担当者が解決責任者及び第三者委員へ報

告し内容を確認した後に、申し出人に対して受付けた旨を通知します。 

・解決責任者へ報告された後、解決責任者が相談・苦情対応委員会を招集し 

ます。メンバーは、介護支援専門員、生活相談員、介護相談員、看護師、 

事務員等の全職種から代表された職員 25名によって構成され、相談・苦 

情に対して誠意をもって話し合い、適切に解決ができるように努めます。 

また相談・苦情の申し出人は、第三者委員の助言や立会いを求めることが 

できます。第三者の立会いによる話し合いは、次により行います。 

ア．相談・苦情内容の確認   

イ．解決案の調整、助言 

ウ．話し合いの結果や改善事項等の確認 
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・第三者委員としては、民生委員・児童委員、税理士、大学教授、監事等の 

中立、公正な立場にある方が相談・苦情解決にあたります。 

・ムーンシャドウにて解決できない場合は、下記の福岡県社会福祉協議会運 

営適正化委員会、または国保連合会に申し立てることができます。 

 

 （２）行政機関その他苦情受付機関 

東区保健福祉センター 

福祉・介護保険課 

所在地 福岡市東区箱崎2-54-1 

電話番号 (092)645-1071 FAX (092)631-2191 

城南区保健福祉センター 

福祉・介護保険課 

所在地 福岡市城南区鳥飼6-1-1 

電話番号 (092)833-4102 FAX (092)822-2133 

博多区保健福祉センター 

福祉・介護保険課 

所 在 地 福岡市博多区博多駅前二丁目19－24 

電話番号 (092)419-1081 FAX (092)441-1455 

早良区保健福祉センター 

福祉・介護保険課 

所在地 福岡市早良区百道2-1-1 

電話番号 (092)833-4352 FAX (092)831-5723 

中央区保健福祉センター 

福祉・介護保険課 

所 在 地 福岡市中央区大名二丁目 5-31 

電話番号 (092)718-1102 FAX (092)771-4955 

西区保健福祉センター 

福祉・介護保険課 

所 在 地 福岡市西区内浜 1-4-1 

電話番号 (092)895-7063 FAX (092)881-5874 

南区保健福祉センター 

福祉・介護保険課 

所 在 地 福岡市南区塩原三丁目 25-3 

電話番号 (092)559-5125 FAX (092)512-8811 

春日市役所高齢課 
所 在 地 福岡県春日市原町三丁目 1-5 

電話番号 (092)584-1111 FAX (092)584-3090 

大野城市役所 

健康福祉部介護サービス課 

所 在 地 福岡県大野城市曙町二丁目2-1 

電話番号 (092)580-1860 FAX (092)573-8083 

那珂川市役所 

高齢者支援課 

所 在 地 福岡県那珂川市西隈一丁目 1-1 

電話番号 (092)953-2211 FAX (092)953-0688 

福岡県国民健康保険 

団体連合会 

所 在 地 福岡市博多区吉塚本町 3番 47号 

電話番号 (092)642-7859 FAX (092)642-7857 

福岡県社会福祉協議会 

（福岡県高齢者総合相談センター） 

所 在 地 春日市原町三丁目1番7号 

電話番号 (092)935-3521 FAX (092)915-3512 

 

（３）養介護施設における虐待に関する行政の相談窓口 

福岡市福祉局 

事業者指導課 

所 在 地 福岡市中央区天神一丁目8-1 

電話番号 (092)711-4319 
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（４）虐待防止に関する事項 

〇 事業者は、ご利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため次の措置を講

じます。 

     一 虐待を防止するための職員に対する研修を実施 

     二 ご利用者及びそのご家族からの虐待に関する苦情処理体制の整備 

     三 その他虐待防止のために必要な措置 

〇 事業者は、サービス提供中に当該事業者従事者または擁護者（ご利用

者のご家族等高齢者を現に擁護する者）による虐待を受けたと思われるご

利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとしま

す。 

 

10．事故発生時または緊急時における対応 

（１）事業者は、指定介護老人福祉施設サービスの実施中にご利用者の病状の急変、

その他緊急事態が生じたとき、または事故が発生したときは、速やかに主治

の医師または定められた医療機関に連絡し適切な措置を講ずるとともに、管

理者の指示に従い、市町村、当該ご利用者のご家族に報告を行うものとしま

す。 

（２）事業者は、ご利用者に対する指定介護老人福祉サービスの提供により賠償す

べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

（３）事業者は、事故の状況や事故に際して取った処置について記録するとともに、

事故発生の原因を解明し再発生を防ぐための対策を講じるものとします。 

 

11．非常災害対策について 

  事業者は、別に定める防災に関する規程に基づき、ご利用者の安全確保に努め

るとともに、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を

行います。 

  非常災害対策に関する具体的(消防、風水害、地震等)計画を作成し、防火管理

者または火気・消防等についての責任者を定めます。 

 

12．施設利用の留意事項 

  当施設のご利用にあたって、ご利用者の共同生活の場としての快適性、安全性

を確保するため、下記の事項をお守りください。 

（１）持ち込みの制限 

    入所にあたり、以下のものは原則として持ち込むことができません。 

           ペット・高額な金品等 

また居室のスペースにより、荷物を制限させていただくことがあります。

衣類等は、季節に応じて入れ替えをお願いします。 

（２）面会 

    面会時間 午前 9：00～18：00（左記時間以外でも面会可能です） 

        ※ 面会者は必ずその都度、面会簿に記帳してください。 
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        ※ 飲食物の持ち込みは事前に職員にお知らせください。 

諸事情により、お断りすることがあります。 

（３）外出・外泊（契約書第 21条参照） 

   外出、外泊をされる場合は、事前にお申し出ください。 

（４）食事 

   食事が不要な場合は前日までにお申し出ください。前日までに申し出があっ

た場合には、重要事項説明書 5（1）に定める「食事に係る自己負担額」は減

免されます。 

（５）施設・設備の使用上の注意（契約書第 10条参照） 

   ○ 居室及び共用施設、敷地はその本来の用途に従って利用してください。 

   ○ 故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設

や設備を壊したり、汚したりした場合には、ご利用者に自己負担により

原状に復していただくか、相当の代価をお支払いいただく場合がありま

す。 

   ○ ご利用者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があ

ると認められる場合には、ご利用者の居室内に立ち入り、必要な措置を

取ることができるものとします。また居室以外のホール及び共有スペー

ス等での事故防止に備え、モニターにて管理・録画を行っています。た

だし、その場合ご利用者のプライバシー等の保護について、十分な配慮

を行います。 

   ○ 当施設の職員や他ご利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治

活動、営利活動を行うことはできません。 

（６）喫煙 

   施設内は原則全館禁煙です。ご利用者の喫煙については、担当ユニット職員

の指示のもと、所定の場所で行っていただきます。 

（７）飲酒 

   飲酒は施設が認めた時間と場所でのみ行っていただけます。 

 

13．損害賠償について（契約書第11条、第12条参照） 

  当施設において、事業者の責任によりご利用者に生じた損害については、事業

者は速やかにその損害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

  ただし、その損害の発生について、ご利用者に故意または過失が認められる場

合には、ご利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、

事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。 

 

14．その他 

（１）事業者は、ご利用者の心身の状態や、ユニット内等の状況に照らし、より良

い生活環境提供のため説明の上、他ユニットへの移動を含めた居室の変更をお

願いすることがあります。 

   当施設では身体拘束の廃止に取り組んでいます。ご利用者及びご家族にはご
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了解のほどを重ねてお願いします。なお、ご利用者または他ご利用者の生命、

身体を保護するため等、やむを得ない身体拘束を行う場合はご利用者またはご

家族に説明し文書にて同意を得たうえで行うものとします。 

 

 （２）事業者は、従業者の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けるもの

とし、また業務の執行体制についても検証、整備します。 

    ○ 採用時研修    採用後 3か月以内 

    ○ 継続研修     年 １ 回 

 

（３）第三者評価の実施状況について 

 

第三者による 

評価の実地状況 

 

1 あり 

実施日  

評価機関名称  

結果の開示 1 あり  2 なし 

2 なし 

 

＜重要事項説明書付属文書＞ 

 契約締結からサービス提供までの流れ（契約書第3条参照） 

  ご利用者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所

後作成する「施設サービス計画（ケアプラン）」に定めます。 

  「施設サービス計画（ケアプラン）」の作成及びその変更は次の通り行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 施設サービス計画が変更された場合には、ご利用者に対して書面

を交付し、その内容を確認していただきます。 

 

① 当施設の介護支援専門員（ケアマネジャー）に施設サービス計画

の原案作成やそのために必要な調査等を担当させます。 

② その担当者は施設サービス計画の原案について、ご利用者及びそ

のご家族等に対して説明し、同意を得たうえで決定します。 

③ 施設サービス計画は、定期的（※要介護認定有効期間）に、もし

くはご利用者及びそのご家族等の要請に応じて、変更の必要がある

かどうかを確認し、変更の必要がある場合には、ご利用者及びその

ご家族等と協議して、施設サービス計画を変更します。 
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当事業者は、ご利用者及び身元引受人に対して、重要事項説明書に基づいて、指

定介護福祉施設サービスの提供の開始に際し、重要事項についてご説明しました。 

 

令和  年  月  日 

 

＜事業者＞ 

      住 所    福岡市南区柳瀬一丁目 15番１号 

      法 人 名    社会福祉法人 徳 和 会 

      事業所名     特別養護老人ホーム ムーンシャドウ 

      事業所番号    福岡市指定 第 4071104170 号 

      代表者名     理事長 貞 島 博 通 

 

＜説明者＞ 

      職 名                

      氏 名              印 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 私は、指定介護福祉施設サービスを利用するにあたり、重要事項説明書に基づい

て、指定介護福祉施設サービスの内容及び重要事項の説明を受け、これらを十分理

解した上で、その内容に同意します。 

 

＜利用者＞ 

      氏 名               印 

 

＜身元引受人＞ 

      氏 名               印 

      続 柄        
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〔別表１〕 

１ 下記の単位に利用日数を掛けて、介護職員等処遇改善加算Ⅰロの加算率 

１７.６％を乗じた単位数に、地域加算＠１０.４５円で換算する。 

Ａ：ユニット型介護福祉施設サービス費（Ⅰ） 

要介護区分 単  位 １割負担 ２割負担 ３割負担 

要介護１ ６７０単位   ８２４円 １，６４７円 ２，４７１円 

要介護２ ７４０単位   ９１０円 １，８１９円 ２，７２８円 

要介護３ ８１５単位 １，００２円 ２，０３３円 ３，００４円 

要介護４ ８８６単位 １，０８９円 ２，１７８円 ３，２６７円 

要介護５ ９５５単位 １，１７４円 ２，３４７円 ３，５２１円 

 

２ 下記の単位に利用日数を掛けて、介護職員等処遇改善加算Ⅰロの加算率 

１７.６％を乗じた単位数に、地域加算＠１０.４５円で換算する。 

Ｂ：追加加算請求分 

加 算 区 分 単  位 １割負担 ２割負担 ３割負担 

福祉施設利用初期加算  ３０単位  ３７円  ７３円 １１０円 

福祉施設入院外泊時費用 ２４６単位 ３０２円 ６０４円 ９０６円 

日常生活継続支援加算  ４６単位  ５７円 １１３円 １７０円 

看護体制加算(Ⅰ)ロ   ４単位   ６円  １１円  １６円 

看護体制加算(Ⅱ)ロ   ８単位  １０円  １９円  ２９円 

夜勤職員配置加算(Ⅱ)ロ  １８単位  ２２円  ４４円  ６６円 

個別機能訓練加算Ⅰ  １２単位  １５円  ３０円  ４４円 

個別機能訓練加算Ⅱ 

（1 ヶ月に１回） 
  ２０単位   ２５円   ５０円   ７５円 

栄養マネジメント強化加算  １１単位  １４円  ２７円  ４１円 

療養食加算（一食）   ６単位   ８円  １５円  ２２円 

口腔衛生管理加算 

（1 ヶ月に１回） 
９０単位 １１１円 ２２２円 ３３３円 

科学的介護推進体制加算（Ⅱ）  ５０単位 ６２円 １２４円 １８５円 

安全対策体制加算 ２０単位 ２５円  ５０円 ７５円 

生産性向上推進体制加算Ⅱ 

（1 ヶ月に１回） 
 １０単位 １３円 ２５円   ３８円 

協力医療機関連携加算 

（1 ヶ月に１回） 
 ５０単位 ６２円 １２４円 １８５円 

看取り介護加算（Ⅰ） 

１死亡日以前 31日以上 45日以下 

１死亡日以前 4 日以上 30 日以下 

２死亡日以前前日及び前々日 

３死亡日 

 

 ７２単位 

１４４単位 

６８０単位 

1,280単位 

 

  ８９円 

１７７円 

８３６円 

1,573円 

 

１７８円 

３５４円 

1,672円 

3,146円 

 

２６７円 

５３０円 

2,508円 

4,719円 
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３ 居住費（１日利用につき）基準額 

 Ｃ：居住費〔所得階層別負担限度額〕 

段 階 区 分 負 担 額 

第４段階 １，９５７円 

第３段階② １，４７０円 

第３段階① １，３７０円 

第２段階   ８８０円 

第１段階   ８８０円 

 

４ 食 費（１日利用につき）基準額 

 Ｄ：食 費 〔所得階層別負担限度額〕 

段 階 区 分 負 担 額 

第４段階 １，７５０円 

第３段階② １，４２０円 

第３段階①   ６８０円 

第２段階   ３９０円 

第１段階   ３００円 

 

５ その他の費用 

 Ｅ：利用者持込電化製品の電気代（１日利用につき） 

項    目 負 担 額 

テレビ・電気毛布など    ５０円 

２４時間使用する電化製品   １００円 

 Ｆ：散髪代・利用者持込電化製品の電気代など・利用者が特に希望された物品に

かかる費用 

項    目 負 担 額 

上記以外の費用 実費分 

 

上記の内容は、令和 ８年 ８月０１日より施行する。



 

  

 


